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尾張旭市宅地開発等指導要綱 

平成１６年告示第３４号 

 （目的） 

第１条 この要綱は、本市における開発事業等に関して一定の基準を定め、開発事業

等の行為を行おうとする者（以下「事業者」という。）に適正な指導を行い、良好

な生活環境の保全、秩序あるまちづくりを図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「開発事業等」とは、次の各号に定めるものとする。 

⑴ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）による宅地造成

及び都市計画法（昭和４３年法律第１００号）による開発行為 

 ⑵ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）による建築物の建築 

 ⑶ 一団の土地において行う土地分譲 

２ この要綱において「一団の土地」とは、土地利用の現況等により、一体の土地と

して利用することが可能なひとまとまりの土地をいう。 

３ この要綱において「付近利害関係者」とは、次の各号のいずれかに定めるものと

する。 

⑴ 開発事業地に隣接（水路又は道路により直接接しない土地等も含む。）する土

地所有者、建築物所有者及び居住者 

⑵ 開発事業地に関係する地元自治会長及び町内会長 

⑶ 開発事業地の学区の小学校及び中学校の代表者 

 （適用の範囲） 

第３条 この要綱は、開発事業等のうち次の各号に掲げるものについて適用する。た

だし、自己の居住の用のみに供するものは、この限りでない。 

⑴ 開発（造成）区域の面積が５００平方メートル以上のもの 

⑵ ５００平方メートル以上の一団の土地において行う土地分譲又は建売分譲 

⑶ 共同住宅、長屋住宅、寮、寄宿舎等の建築物 

⑷ 高さが１０メートルを超える建築物 

⑸ 建築物の敷地面積が５００平方メートル以上のもの 

⑹ 店舗、事務所、工場、老人ホーム、短期入所（宿泊）施設等で床面積が５００

平方メートル以上のもの 

⑺ 前各号の建築物を増築、改築する場合又は増築、改築により前各号に該当する

に至る建築物 

２ 前項第１号の規定は、事業完了後３年以内に同一事業者が、一団の土地と認めら

れる区域で事業を行い、その合計が５００平方メートル以上のものについても同様

とする。 

 （協議） 

第４条 事業者は、法令等による許認可申請及び届出等を行う以前に市長と協議し、

その同意を得なければならない。ただし、特に市長が認める事業者及び開発事業等

については、この限りでない。 

 （協議申請） 
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第５条 事業者が、前条により協議を行う場合は、開発事業等の協議申請書（以下

「協議申請書」という。第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は､協議を行った後に開発事業等の変更をする場合においても同様と

する。 

（協議結果通知） 

第６条 市長は、前条による協議事項について必要な事項を、協議結果通知書により

事業者に通知する。ただし、特に市長が認める事業者及び開発事業等については、

この限りでない。 

 （協定の締結） 

第７条 市長と事業者は、この要綱に基づく協議がすべて合意に達した場合は、協定

の締結を行う。ただし、特に市長が認めた開発事業等については、この限りでない。 

 （開発事業等の廃止） 

第８条 事業者は、第５条第１項による協議申請書を提出後、開発事業等を廃止する

場合は、速やかにその旨を市長に届けなければならない。 

 （整備基準） 

第９条 事業者は、開発事業等の計画及び施行については、尾張旭市宅地開発等整備

基準及び尾張旭市共同住宅等建築物整備基準によらなければならない。 

 （付近関係者との協議等） 

第１０条 事業者は、開発事業等の計画に当たっては、日照及び工事中の騒音・振動

等を配慮し、その計画について付近利害関係者等に説明し、理解を得るよう努めな

ければならない。 

２ 事業者は、付近利害関係者等から開発事業等の計画について、説明会の開催を求

められた場合は、説明会を開催するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定による説明会を開催したときは、その議事録を作成し、速

やかに市長に提出しなければならない。 

４ 事業者は、高さが１０メートルを超える建築物を建築しようとする場合は、中高

層建設事業に係る付近関係者との協議に関する要領により、必要な説明等を行うと

ともに、第５条第１項による協議申請以前に建築計画の概要を示す標識を、事業地

の見やすい場所に設置しなければならない。 

 （安全の確保） 

第１１条 事業者は、開発事業等の施行に際しては、災害防止と交通安全対策に万全

を期し、周辺住民の生命と財産を保護するため、最大の努力をはらうとともに、次

の各号に定める事項を遵守しなければならない。 

⑴ 工事期間中は、工事の目的、工期及び責任者の住所氏名等を記載した標示板 

を工事場所の付近で見やすい位置に設置すること。 

⑵ 工事場所には防護施設を設け、夜間には赤色灯を点灯する等一般交通の危険防

止に必要な措置を講ずること。 

⑶ 工事関係車両の通行道路は、一般交通の阻害、安全等を考慮し、事前に付近利

害関係者及び関係機関と協議し定めること。 

 ⑷ 工事用施設は、正常な状態を保つこと。 
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 ⑸ 工事により道路等を損傷及び汚損した場合は、速やかに原形に復すること。 

 （環境の保全） 

第１２条 事業者は、開発事業等の施行に際しては、自然環境等の保全及び周辺住民

が良好な生活環境を営むことができるよう最大の努力をはらわなければならない。 

２ 事業者は、建築物の建築により電波障害が生じた場合には、事業者の負担におい

て、速やかに障害を改善するための必要な措置を講じなければならない。 

 （埋蔵文化財等の保護） 

第１３条 事業者は、埋蔵文化財包蔵地及びその周辺地域において開発事業等を施行

する場合は、あらかじめ教育委員会と協議し、埋蔵文化財等を保護するための適切

な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、開発事業等施行中において埋蔵文化財等を発見した時は、直ちに工事

を中止し、教育委員会へ報告し、その指示を受けなければならない。 

（損害等の補償） 

第１４条 事業者は、開発事業等の施行により第三者に損害を与えた場合は､自らの

責任において損害の補償をしなければならない。 

（工事の着手届等） 

第１５条 事業者は、開発事業等の工事の着手に際しては工事着手届（第２号様式）

を、完了に際しては工事完了届（第３号様式）を速やかに市長に提出しなければな

らない。ただし、第２条第１項第１号に規定する宅地造成及び開発行為については、

各法律による着手届及び完了届の提出をもって省略することができる。 
 （検査） 

第１６条 市長は、事業者より工事完了届の提出があった場合､及び工事施行中にお

いても必要と認めた場合は、開発事業等の検査をすることができる。 

 （勧告） 

第１７条 市長は、前条による検査の結果、開発事業等の施行に支障があると認めた

場合は、開発事業等の改善を勧告することができる。 

 （公共施設等の引継ぎ） 

第１８条 事業者は、開発事業等の完了により市に引き継ぐ公共施設等がある場合は､

市長が行う工事完了検査の合格後、速やかに公共施設等引継書（第４号様式）及び

所有権の移転等に必要な書類を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の公共施設等に占用物件のある場合は､占用物件の管理者を定め、占用物件

調書を同時に提出しなければならない。 

 （品質の保証） 

第１９条 事業者は、市に引き継いだ公共施設等について、引き継ぎ後１年間はその

保証をしなければならない。 

２ 前項の保証期間後であっても市長が特に必要と認めたものについては、事業者の

負担において補修整備をしなければならない。 

 （費用の負担） 

第２０条 開発事業等の協議及び開発事業等の施行に必要となる一切の費用は、事業

者の負担とする。 
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  （委任） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則（平成１６年告示第３４号） 

１ この告示は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 尾張旭市小規模宅地開発指導要綱（昭和６０年告示第２０号）、尾張旭市宅地開

発等指導要綱（昭和６０年告示第２１号）及び尾張旭市共同住宅等指導要綱（昭和

６０年告示第２２号）は廃止する。 

３ この要綱施行の際、現に協議を行っている事業については、なお従前の例による。 

附 則（平成１６年告示第９５号） 

１ この告示は、平成１７年１月１日から施行する。 

２ この告示の施行日前に、改正前の尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定に基

づく協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成１７年告示第７３号） 

１ この告示は、平成１７年９月１日から施行する。 

２ この告示の施行日前に、改正前の尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定に基

づく協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成１７年告示第９２号） 

１ この告示は、平成１７年１２月１日から施行する。 

２ この告示の施行日前に、改正前の尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定に基

づく協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年告示第２２号） 

１ この告示は、平成１８年５月１日から施行する。 

２ この告示の施行日前に、改正前の尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定に基

づく協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

   附 則（平成２０年告示第２１号） 

１ この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に、改正前の尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定に

基づく協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年告示第１８号） 

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に、改正前の第５条の規定による協議申請を受理したもの

については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２３年告示第７１号） 

１ この告示は、平成２３年７月２５日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に、改正前の第５条の規定による協議申請を受理したもの

については、なお従前の例による。 
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   附 則（平成２６年告示第１９号） 

１ この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に、改正前の第５条の規定による協議申請を受理したもの

については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２８年告示第９６号） 

１ この告示は、平成２８年７月１日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に、改正前の第５条の規定による協議申請を受理したもの

については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２９年告示第２８号） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

２ この告示の施行の日前に、改正前の第５条の規定による協議申請を受理したもの

については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の各要綱等の規定に基づいて作成さ

れている申請書その他の用紙で、現に残存するものは、この要綱の規定にかかわら

ず、当分の間、使用することができる。 

附 則（令和３年告示第１００号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日前に、改正前の第５条の規定による協議申請を受理したもの

については、なお従前の例による。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第５条関係） 

 

開発事業等の（変更）協議申請書 

年   月   日  

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

            事業者 住 所 

                 

                氏 名                 

                （電話） 

 

  尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定により、次のとおり開発事業等の 

 （変更）協議申請をします。 

 

事 業 区 域 の 
尾張旭市 

地 名 地 番 

事 業 目 的  

用 途 地 域 地域 

事業区域面積 ㎡ 

区 画 数 区画 最 高 の 高 さ ｍ 

構 造 造 形 態 （分譲 ・ 賃貸） 

建 築 面 積 ㎡ 建 ぺ い 率 ％ 

延 べ 床 面 積 ㎡ 容 積 率 ％ 

階 数   地上    階 ・ 地下    階 

駐 車 台 数 台 緑地（又は公

園）面積等 

（       ㎡）

  ％ 駐 輪 面 積 ㎡（  ｍ×  ｍ） 

設 計 者  

住 所 氏 名  

（担当者氏名及び連絡先） （担当者氏名）            （電話）   －   －   

  

備 考  

  

 



   

7 

第２号様式（第１５条関係） 

 

工  事  着  手  届 

年   月   日  

 

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

            事業者 住 所 

                 

                氏 名                 

                （電話） 

 

  尾張旭市宅地開発等指導要綱第１５条の規定により、次のとおり開発事業等の 

 工事に着手しましたので届出します。 

 

事 業 区 域 の 

地 名 地 番 

 

尾張旭市 

 

  

協 定 締 結 年 月 日 年     月     日 

  

  

工 事 着 手 年 月 日 年     月     日 

  

  

工事完了予定年月日 年     月     日 

  

  

備 考  
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第３号様式（第１５条関係） 

 

工  事  完  了  届 

年   月   日  

 

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

            事業者 住 所 

                 

                氏 名                 

                （電話） 

 

  尾張旭市宅地開発等指導要綱第１５条の規定により、次のとおり開発事業等の 

 工事が完了しましたので届出します。 

 

事 業 区 域 の 

地 名 地 番 

 

尾張旭市 

 

  

協 定 締 結 年 月 日 年     月     日 

  

  

工 事 着 手 年 月 日 年     月     日 

  

  

工 事 完 了 年 月 日 年     月     日 

  

  

備 考  
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第４号様式（第１８条関係） 

 

公 共 施 設 等 引 継 書 

 

                          年    月    日 

 

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

 

            事業者 住 所 

                 

                氏 名                 

                （電話） 

 

 

   尾張旭市宅地開発等指導要綱第１８条の規定により、引継調書及び関係書類を 

  添えて引き継ぎします。 
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（第９条関係） 

 

尾張旭市宅地開発等整備基準 

１ 街区の形態 

  開発事業等の街区形態は、周辺の状況及び開発目的等を総合的に考慮して定める。 

 

２ 一画地の面積 

  戸建住宅・連続建住宅の一画地の有効宅地面積は下表による。ただし、開発事業

等の面積が１，０００平方メートル以上で３，０００平方メートル未満である場合

又は開発事業等の面積が３，０００平方メートル以上で全体の区画数の２割を超え

ない区画について、やむを得ない場合は、特例値まで縮小することができる。 

区   分 
戸建住宅地 

連続建住宅地 
規 定 値 特 例 値 

市 街 化 区 域 １６０㎡以上 １４０㎡以上 
（戸当り） 

１４０㎡以上 

市街化調整区域 ２００㎡以上 １６０㎡以上 
（戸当り） 

１６０㎡以上 

  開発事業地等区域の面積が１，０００平方メートル未満である場合の一画地面積

は、愛知県開発許可技術基準による。（市街化区域：１２０平方メートル以上） 

 

３ 道路 

⑴ 区域外道路との接続 

   開発事業等区域内の主要道路は、下表に掲げる規定値以上の幅員を有する区域

外道路（袋路状道路を除く。）に接続しなければならない。ただし、開発事業等

の面積が１ヘクタール未満で車両の通行に支障がない限り、特例値まで縮小する

ことができる。 

区域外道路 

種 別 
規定値 特 例 値 

住 宅 用 の 開 発 ６.５ｍ 
４ｍ（開発区域が０.３ha 未満） 

６ｍ（開発区域が０.３ha 以上１ha 未満） 

そ の 他 の 開 発 ９.０ｍ 
４ｍ（開発区域が０.３ha 未満） 

６ｍ（開発区域が０.３ha 以上１ha 未満） 

⑵ 敷地が接する道路 

   開発行為において、予定建築物等の敷地が接する道路の幅員は、下表に掲げる

規定値以上とする。ただし、次のいずれかに該当し、通行上支障がない場合は、

特例値まで縮小することができる。 

  ア 開発区域内に道路を新設する場合 
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   （ア） 開発区域の面積が３，０００平方メートル未満である場合 

（イ） 開発行為によって設置される道路の延長が３５メートル未満の場合 

（ウ）  住宅目的の開発行為で、幅員６メートル以上の道路で囲まれた街区内の区

画道路であって、延長される予定のない小区間（概ね１２０メートル）の場

合 

イ 開発区域内に道路を新たに整備しない場合であって、既設の道路が通り抜け

でき、予定建築物の用途等から、特に通行の安全上支障がないと認められる場

合 

注）特例値を適用する場合は、有効幅員とする。 

     アによる場合は、（ア）から（ウ）までのいずれかに該当する場合とする。 

 ⑶ 袋路状道路 

   前記「⑵敷地が接する道路」の規定に関わらず、開発事業等区域の面積が２，

０００平方メートル未満の開発行為で、道路を新設する場合にあっては、敷地が

接する道路は次の条件が全て整えば、袋路状道路とすることができる。 

ア 袋路状道路の延長は、３５メートル未満であること。 

イ 袋路状道路の幅員は、６メートル以上（開発区域の面積が１，０００平方メ

ートル未満の開発行為にあっては、有効幅員５メートル以上）とし、原則両隅

切りであること。 

ウ 開発区域内の主要道路の接続は幅員４メートル以上の区域外道路（袋路状道

路を除く。）と接続するものとする。 

エ 袋路状道路は、階段状でないものであること。 

オ 袋路状道路は、１事業地において、１路線であること。 

カ 愛知県による開発許可基準に適合し、道路管理者の指導による協議が整うこ

と。 

 ⑷ 道路舗装 

   歩行者専用道等を除き、全てアスファルト舗装とし、標準的な舗装構成は、切

込砕石１５センチメートル以上、密粒度アスファルトコンクリート５センチメー

トル以上とする。ただし、交通量、路床部の状況など、特別な事情がある場合は、

道路管理者と協議すること。 

   また、道路の縦断勾配が、９パーセント以上となる場合は、滑り止め等の措置

を行うこと。 

 ⑸ 道路勾配 

道路幅員 

種 別 
規定値 特例値 

住 宅 用 の 開 発 

（住宅以外で敷地
が 1,000 ㎡未満の
開発を含む。） 

上記のアによる場合 ６ｍ ５ｍ 

上記のイによる場合 ６ｍ ４ｍ 

そ の 他 の 開 発 
上記のアによる場合 ９ｍ ６ｍ 

上記のイによる場合 ９ｍ ４ｍ 
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ア 道路の縦断勾配は９パーセント以下とする。ただし、地形の状況等によりや

むを得ないと認められた場合は、１１パーセント以下とすることができる。横

断勾配（歩行者専用道路等を除く。）は、１．５パーセントから３パーセント

までの範囲とする。 

イ 交差点の取付け部及び交差点前後の相当区間の縦断勾配は２．５パーセント

以下の緩勾配とする。 

 ⑹ 道路側溝 

  ア 道路の両側には、ＰＵ３型（落蓋型）の側溝を設けるとともに、事業地外の

排水施設に接続する場合は、その手前に集水桝を設けること。 

  イ 側溝の基礎には、敷モルタル２センチメートル以上及び切込砕石１０センチ

メートル以上を敷設すること。なお、横断側溝の基礎には、コンクリート基礎

１０センチメートル以上を敷設すること。 

ウ 側溝が道路を横断する場合は、横断箇所の両端に集水桝を設けること。 

  エ 側溝に蓋を設置する場合は、５メートルに１箇所グレーチング（Ｔ－１４以

上、細目、滑り止め及び防音ゴム付き）を設置すること。 

  オ 側溝の勾配は、０．３パーセントから１０パーセントまでの範囲内とし、急

勾配の場合は、側溝流速を減速する措置を行うこと。 

 ⑺ 道路の隅切り 

   交差点における道路の隅切りの長さは、交差する道路に応じて下表に示す値と

する。 

   隅 切 り 基 準         （単位：ｍ） 

   幅員 

幅員 
２０ｍ以上 １２ｍ以上 １２ｍ未満 

２０ｍ以上 

  １２．０ 

  １５．０ 

   ８．０ 

  

１２ｍ以上 

  １０．０ 

  １２．０ 

   ８．０ 

  １０．０ 

  １２．０ 

   ８．０ 

 

１２ｍ未満 

   ３．０ 

   ４．０ 

   ３．０ 

   ３．０ 

   ４．０ 

   ３．０ 

  ３．０ 

  ４．０ 

  ３．０ 

 注 上段  交差角が  ９０°程度の場合 

   中段  交差角が  ６０°程度の場合 

   下段  交差角が １２０°程度の場合 

 

４ 安全施設 

  道路交通の安全を確保するため、区画線、道路標識、道路照明灯及び道路反射鏡

等の安全施設を設けること。 

 

５ 公園・緑地 

  開発事業等区域の面積が３，０００平方メートル以上の場合は、開発事業等区域
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面積の３パーセント以上の公園又は緑地を設けなければならない。この場合の公園

施設は、市長と協議し設置すること。なお、開発事業等区域の周辺に既設の公園が

あり、各敷地から公園までの誘致距離（おおむね１５０メートル以内）及び面積

（その公園を利用する区域の面積の３パーセント以上）から居住者が支障なくその

公園を利用できる場合については、市長と協議し、公園又は緑地を設けないことが

できる。また、土地区画整理事業施行済区域内では公園又は緑地を設けないことが

できる。 

 

６ 消防水利 

  開発事業等区域の面積により、次の消防水利を消防車両が容易に接近できる位置

に設置すること。ただし、既設の消防水利が消防活動上有効な位置に設置されてい

る場合は、この限りでない。 

 ⑴ 消防水利 

   消防水利の種類は、防火水槽及び消火栓とする。 

 ⑵ 消防水利の配置 

   消防水利は、下表のとおり消防活動上有効な位置となるように配置すること。  

用途地域（※） 直線距離 消防水利 

商業地域、近隣商業地域及び工業

地域 

１００ｍ 消防水利を中心に直線距離を半

径とする円内に開発事業等区域

が全て網羅できるよう配置す

る。 

その他の用途地域及び用途地域の

定められていない地域 

１２０ｍ 

※ 用途地域区分は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第

１号に規定するところによる。 

⑶ 消防水利の区分 

   消防水利の区分は、下表のとおりとする。 

開発事業等区域の面積 消 防 水 利 

 ５，０００㎡以上 

１０，０００㎡未満 
防火水槽又は消火栓 

１０，０００㎡以上 

防火水槽又は防火水槽及び消火栓を併設 

※ 設置すべき消防水利の個数が１である場

合は、防火水槽とする。 

 ⑷ 防火水槽の基準 

 ア 防火水槽は、常時貯水量が４０立方メートル以上又は取水可能水量毎分１立

方メートル以上で、かつ、連続４０分以上の給水能力を有すること。 

イ 防火水槽は、耐震性を有し、鉄筋コンクリート造の地下式有蓋のものであり、

漏水防止がされていること。 

ウ 防火水槽の吸管投入口は、直径６０センチメートル以上の円形２箇所とし、

鉄蓋を設けること。この場合において、吸管投入口の１箇所は、採水口とする

ことができる。 
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エ 防火水槽の吸管投入口の直下に一辺の長さが６０センチメートル以上の正方

形、短辺の長さが６０センチメートル以上の長方形又は直径が６０センチメー

トル以上の円形で、かつ、深さが３０センチメートル以上の取水部分を設ける

こと。 

オ 防火水槽の深さは、取水部分を除き地表面から４．５メートル以内とするこ

と。 

カ 防火水槽には消防本部が指定する標識を設置すること。 

キ 防火水槽は、容易に剥離しないよう黄色路面表示を鉄蓋の周囲に行うこと。 

 ⑸ 消火栓の基準 

  ア 消火栓は、呼称６５の口径を有するもので、直径１５０ミリメートル以上の

管に取り付けること。ただし、管網の一辺が１８０メートル以下となるよう配

管されている場合は、直径７５ミリメートル以上とすることができる。 

  イ 消火栓の設置については、尾張旭市水道事業と協議すること。 

  ウ 消火栓には消防本部が指定する標識を設置すること。 

エ 消火栓は、容易に剥離しないよう黄色路面表示を鉄蓋の周囲に行うこと。 

 ⑹ その他 

  ア その他詳細な事項は、消防本部と協議すること。 

 イ 消防水利の設置について、周囲の状況等から判断して消防長がこの基準によ

る場合と同程度と認める場合は、この基準によらないことができる。 

 

７ 上水道施設 

  上水道施設を必要とする場合は、市長と協議すること。 

 

８ 排水施設 

 ⑴ 開発事業等区域内の雨水排水は、区域外の道路へ自然流下させるよう計画し、

区域内での滞水を防ぐこと。 

 ⑵ 排水施設は、開発事業等区域及び周辺の状況を勘案の上、下記を標準として定

める。 

    ○ 雨水           

     Ｑ＝１／３６０・Ｃ・Ｉ・Ａ 

 
 

    ○ 生活水 住宅で１人１時間 

      最大 ５４０リットル（日換算） 

 ⑶ 既設の排水施設が私有のものである場合は、権利者の同意を得ること。 

 

９ 農地の保護 

  農業用水に、し尿処理の浄化水等が流入しないよう必要な措置を講じるとともに

農地の保護に努めること。 

 

Ｑ：計画雨水量（㎥／sec） 

Ｃ：流出係数（０．７を標準とする） 

Ｉ：降雨強度（１２０mm／ｈ） 

Ａ：流域面積（ha） 
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１０ 汚水処理 

 ⑴ 公共下水道供用開始区域内の場合は、下水道施設について市長と協議すること。 

 ⑵ 合併処理浄化槽方式により、し尿等の処理をする場合で、処理対象人員が２０

１人槽以上の場合は、次の性能を有していること。 

処理対象人員 排水基準ＢＯＤ（㎎／ℓ） 

２０１人槽以上 ３０以下 

 

１１ ごみ集積所 

  開発区域内のごみの収集を円滑にするため、市長と協議して環境衛生上適切な場

所に、事業計画規模に応じ、必要な個所数のごみ集積所を確保しなければならない。 

  なお、ごみ集積所の設置に際しては、次の事項に留意するものとする。 

⑴ ごみ集積所は、収集車が直接収集できるよう公道に接し、他の施設等に支障な

く通過できる場所に設置し、収集車が通過できない場所（行き止まり及び狭あい

道路）への設置は不可とする。なお、道路上の交差点から５メートル以内を除い

た交通に支障のない場所とすること。 

⑵ ごみ集積所の１区画の基準面積は、３．０平方メートルを標準とすること。 

⑶ ごみ集積所の設置数は、燃えるごみ・燃えないごみについては、おおむね１０

世帯に１箇所、資源ごみ等（プラスチック製容器包装、空きかん・空きびん、古

紙・古着類、発火性危険物）については、おおむね３０世帯に１箇所とすること。 

 

１２ 集会施設 

  開発事業等の計画戸数が１００戸以上の場合は、床面積８０平方メートル以上の

集会施設（集会所又は集会室）を設置すること。ただし、開発区域の周辺に公的貸

館施設があり、開発区域内の住民が利用可能である場合など、地域の状況等から市

長が必要ないと認める場合は、この限りでない。 

 

１３ その他 

⑴ 開発事業等の区域の面積が１ヘクタール以上の開発行為は、この基準を参考に

その都度市長と協議すること。 

⑵ 当該区域以外の土砂等を使用し、１，０００平方メートル以上の区域で土砂等

の埋立て等を行う場合は、尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例（平成２２年

条例第３０号）に基づき同条例第９条各号に該当する場合を除き、特定事業の計

画に係る届出を行い、その他埋立てに係る所要の手続を行うこと。 

⑶ この基準に定めのない事項については、愛知県開発許可基準に定めるところに

よる。 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、令和３年１１月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この基準の施行前に尾張旭市宅地開発等指導要綱（平成１６年告示第３４号）第

５条の規定による協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行日前に、尾張旭市宅地開発等指導要綱（平成１６年告示第３４

号）第５条の規定による協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行日前に、尾張旭市宅地開発等指導要綱（平成１６年告示第３４

号）第５条の規定による協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。
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（第９条関係） 

 

尾 張 旭市 共同 住宅 等建 築物 整備 基 準 

 

１ 消防施設等 

 ⑴ 消防水利 

  ア 設置を要する共同住宅等の建築物  

    次に掲げる共同住宅等（店舗、事務所等を併設するものを含む。）について

は、イに定める防火水槽を設置すること。 

   ( ア) ５階建以上かつ延べ面積が６，０００平方メートル以上の共同住宅等の

建築物 

   ( イ) ７階建以上で住居戸数が２０戸以上の共同住宅等の建築物 

  イ 防火水槽の基準 

   ( ア) 防火水槽は、常時貯水量が４０立方メートル以上であること。 

   ( イ) 防火水槽は、耐震性を有し、鉄筋コンクリート造の地下式有蓋のもので

あり、漏水防止がされていること。 

   ( ウ) 防火水槽の吸管投入口は、直径６０センチメートル以上の円形２箇所と

し鉄蓋を設けること。この場合において、吸管投入口の１箇所は、採水口

とすることができる。 

   ( エ) 防火水槽の吸管投入口の直下に一辺の長さが６０センチメートル以上の

正方形、短辺の長さが６０センチメートル以上の長方形又は直径が６０セ

ンチメートル以上の円形で、かつ、深さが３０センチメートル以上の取水

部分を設けること。 

   ( オ) 防火水槽の深さは、取水部分を除き、地表面から４．５メートル以内と

すること。 

   ( カ) 防火水槽には消防本部が指定する標識を設置すること。 

 ⑵ 消防活動用空地等 

   高さが１０メートルを超える建築物については、消防活動が容易に行うこと

ができる消防自動車進入路及び消防活動用空地を次に掲げる基準により設ける

こと。ただし、自己敷地内にある道路、通路又はその他の空地を使用し、消防

車両に積載する三連はしごが地上から架梯
てい

角度７５度で架梯
てい

して建築物の最上

階のバルコニー等に消防隊が有効に進入できる建築物である場合は、この限り

でない。 

  ア 消防自動車進入路 

   ( ア) 消防自動車進入路の有効幅員は、６メートル以上で、公道に接する部分

から延長１２メートル以上は直線とするとともに、公道と進入路のなす角

度は、車両の進入方向に対して緩やかな角度（９０度以上）とし、尾張旭

市宅地開発等整備基準３⑺による隅切りを設けること。なお、接する公道

については、有効幅員６メートル以上であること。 
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   ( イ) 消防自動車進入路の路面は、セメントコンクリート舗装、アスファルト

コンクリート舗装等で、表面は滑りにくい構造とし、縦断勾配１０パーセ

ント以下、横断勾配３パーセント以下とすること。 

   ( ウ) 消防自動車進入路は、重量２２トンに耐える構造とすること。 

   ( エ) 消防自動車進入路には工作物を設けないものとする。ただし、やむを得

ず上空に架線等を設ける場合は、地上高４．２メートル以上とすること。 

  イ 消防活動用空地 

   ( ア) 消防活動用空地は、バルコニー側に設置すること。ただし、建築物の構

造が二方向避難に該当する場合は、この限りでない。 

   ( イ) 消防活動用空地を自己敷地内に、幅６メートル以上、長さ１２メートル

以上で設置すること。なお、消防活動用空地と建築物との間隔は、はしご

車等を建築物に対して縦方向に部署させる場合は３メートル以上５メート

ル以下、建築物に対して横方向に部署させる場合は２メートル以上５メー

トル以下とすること。 

   ( ウ) 消防活動用空地は、重量２２トンに耐える構造とすること。 

   ( エ) 消防活動用空地の縦横断勾配は、５パーセント以下とすること。 

   ( オ) 消防活動用空地の地下にはガス管、水道管等の工作物を埋設しないこと。

ただし、補強策を講じた場合は、この限りでない。 

   ( カ) 消防活動用空地の保有空地及びその周辺の上空にははしご車等のはしご

の伸てい及び旋回に支障となる工作物（架線等）を設けないこと。 

   ( キ) 消防活動用空地には消防本部が指定する標示及び標識を設置すること。 

 ⑶ その他 

  ア その他詳細な事項は、配置図、平面図、立面図等を持参の上、消防本部と

協議すること。ただし、消防長がやむを得ないと認める場合は、この限りで

ない。 

  イ 消防水利、消防活動用空地等の設置について、建築物の構造、設備、周囲

の状況等から判断して消防長がこの基準による場合と同程度と認める場合は、

この基準によらないことができる。 

 

２ 緑地及び公園 

  ２０区画以上の共同住宅、床面積が１，５００平方メートル以上の住居を含む

複合建築物及び床面積が６００平方メートル以上の寮・寄宿舎、下宿、老人ホー

ム、短期入所（宿泊）施設等は、敷地面積の５パーセント以上の緑地又は公園を

確保し、必要な施設を設けなければならない。 

  なお、店舗、事務所等の敷地においても、緑地の確保に努めなければならない。 

 

３ 安全施設 

  共同住宅等の建設事業に際して、必要と思われる交通安全施設、防犯施設等を

設けなければならない。 
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４ 駐車場 

  事業者は次に掲げる基準により、駐車場を確保するものとする。 

 ⑴ 共同住宅、長屋建住宅、寮、寄宿舎、下宿等 

   住戸部分１区画当たり１台以上とする。ただし、都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）による商業地域内（以下「商業地域内」という。）においては、

住戸部分の区画数の３分の２台以上とする。 

なお、住戸部分３０区画以上の場合は、区画数の３パーセント以上（最低１

台以上）の来客用駐車場を確保するものとする。 

 ⑵ 老人ホーム、短期入所（宿泊）施設、病院等 

   住戸部分１区画当たり又は病床１床当たり２分の１台以上（最低１台以上）

とする。 

 ⑶ 店舗、事務所等 

   店舗及び事務所等の床面積５０平方メートル当たり１台以上（最低１台以

上）とする。ただし、商業地域内においては、事業者が必要により設けるもの

とする。 

 ⑷ 設置位置等 

  ア 駐車場の設置位置は事業地内とする。ただし、地形上等の理由により事業

地内に設置が困難であると市長が認める場合は、事業地から２００メートル

以内の土地に設置することができる。 

  イ 前面道路からの並列駐車（ハーモニカ形状のもの）は原則認めない。ただ

し、市長と協議の上、やむを得ないと認める場合は、この限りでない。 

  ウ 駐車場の配置は、１台の車が駐車する場合に、他の車を移動することなく

又は他の車が通常駐車する場所を通過することなく、道路又は通路から出入

りできるものとする。 

    なお、駐車場の１台当たりの面積は、１２．５平方メートル以上（幅２．

５メートル×奥行５．０メートル以上）とする。 

 ⑸ 舗装等 

   駐車台数が２０台を超える場合は、透水性舗装及び浸透性の雨水桝とするこ

と。 

   また、２０台以下の場合は、透水性舗装及び浸透性の雨水桝とするよう努め

ること。 

 

５ 駐輪場 

  共同住宅、長屋建住宅については１区画１台以上の駐輪場を確保すること。 

  なお、寮、寄宿舎、下宿等については、入居者数等を考慮の上、必要な駐輪場

を確保すること。 

  駐輪場は事業地内に確保し、１台当たりの面積は、１．０平方メートル以上

（幅０．５メートル×奥行２．０メートル以上）とする。ただし、サイクルスタ

ンド等の機器を使用し必要な台数を確保している場合は、この限りではない。 
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６ ごみ集積所 

  ごみ集積所は、共同住宅等の住居戸数により必要に応じて位置を定め設置する

こと。 

  ごみ集積所の設置面積は、戸数当たり０．３平方メートル以上とし、１箇所当

たりの最小面積は３．０平方メートルを標準とする。ただし、８戸未満の場合は

市長と協議し、ごみ集積所を設けないことができる。 

   

 

７ 集会施設 

  ５０区画以上の共同住宅については、床面積６０平方メートル以上の集会施設

（集会所又は集会室）を設置すること。ただし、開発区域の周辺に公的貸館施設

があり、開発区域内の住民が利用可能である場合など、地域の状況等から市長が

必要ないと認める場合は、この限りでない。 

 

８ 共同住宅入居予定者 

  ２０区画以上の共同住宅については、入居予定者に小・中学校入学見込者が含

まれる場合は教育委員会に報告すること。 

 

９ その他 

  その他の整備基準については、尾張旭市宅地開発等整備基準を準用する。ただ

し、市長がやむを得ないと認める場合は、別途協議するものとする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、令和３年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行前に尾張旭市宅地開発等指導要綱（平成１６年告示第３４号）

第５条の規定による協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行前に尾張旭市宅地開発等指導要綱（平成１６年告示第３４号）

第５条の規定による協議申請を受理したものについては、なお従前の例による。 
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（第１０条関係） 

 

中高層建設事業に係る付近関係者との協議等に関する要領 

 

１ 事業計画の説明 

  事業者は、日照及び工事中の騒音・振動等について、付近利害関係者に事業内

容を説明し、理解を得るよう努め、その対策について協議した結果を別紙（第１

号様式）により市長に報告する。 

 ⑴ 対象事業 

   高さ１０メートルを超える建築物の建設事業 

 ⑵ 付近利害関係者の範囲 

  ア 対象建築物の影が冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時の間で、

建築物の壁面から建築物の高さの２倍の距離の区域内にある居住の用に供す

る建築物の使用者及び所有者 

  イ 建築物の壁面（屋外階段を含む）から１０メートル以内にある居住の用に

供する建築物の使用者及び所有者 

  ウ 建設事業地の隣接土地所有者 

 ⑶ 地域代表者への事業説明 

   建設事業地及び付近利害関係者等の範囲内の自治会長並びに町内会長へ事業

計画を説明する。 

 ⑷ 協議結果の報告時期 

   協議結果通知に基づく回答までに提出する。 

 

２ 標識の設置 

  事業者は協議申請以前に建築計画の概要を示す標識（第２号様式）を事業地の

見やすい場所に設置する。 

 ⑴ 対象事業 

   高さ１０メートルを超える建築物の建設事業 

 ⑵ 標識の設置期間 

   標識の設置期間は、工事完了届を提出する日までとする。 

 ⑶ 標識の記載事項の変更 

標識の記載事項に変更があったときは、すみやかに標識の記載事項を変更す

る。 

 ⑷ 標識の設置状況の報告 

   設置した標識の写真（遠景及び近景）を協議申請時に提出する。
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第１号様式（その１） 

付近関係者協議結果等報告書 

    年  月  日 

 

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

               事業者 住  所 

                   氏  名 

 

  尾張旭市宅地開発等指導要綱第１０条に基づき下記建築物の付近利害関係者 

 

 協議等結果を報告します。 

 

事 業 者 住 所  

氏 名                  ℡（  ） 

設 計 者 住 所  

氏 名                  ℡（  ） 

工事施行者住所  

氏 名                  ℡（  ） 

事 業 区 域 の 
尾張旭市 

地 名 地 番 

建 築 物 の 概 要 

用 途 地 域 地域 

主 要 用 途 （ 分譲 ・ 賃貸 ） 

区 画 数 区画 構 造 造 

敷 地 面 積 ㎡ 最 高 の 高 さ ｍ 

建 築 面 積 ㎡ 建 ぺ い 率 ％ 

延 べ 床 面 積 ㎡ 容 積 率 ％ 

階 数 地上     階 ・ 地下     階 

駐 車 台 数  緑地（又は公園）面積等 （   ㎡）   ％ 

備 考 
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第１号様式（その２） 

 

 指導要綱に基づく付近利害関係者への説明は、別添説明内容のとおり致しました。 

 

               住   所 

         説明責任者 

               氏   名 

 

 

 

 

説  明  会 

第 開 催 日 時   年  月  日   時  分～  時  分 

一 開 催 場 所  

回 出 席 者              名 

第 開 催 日 時   年  月  日   時  分～  時  分 

二 開 催 場 所  

回 出 席 者              名 

第 開 催 日 時   年  月  日   時  分～  時  分 

三 開 催 場 所  

回 出 席 者              名 

備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※説明会の出席者住所氏名及び内容については、別添で添付すること。 
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第１号様式（その３） 

要望事項リスト（例）                 回答内容リスト（例） 

Ａ 日影の削減（高さ・階数・配置等の変更）  ａ 要望どおりできる 

Ｂ プライバシーの保護（目かくし等）  ｂ 一部できる 

Ｃ 駐車場の確保  ｃ できない 

Ｄ 工事中の危害防止    

Ｅ     

  標識設置年月日 

個 別 説 明  年 月 日 

説 明 住      所 居住・所 訪 問 面談の 
要望事項 回答内容 

対象者 氏      名 有の区分 月 日 有・無 

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

自治会長  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

町内会長  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

①  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

②  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

③  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

④  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

⑤  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

⑥  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

⑦  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

⑧  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

⑨  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

  
居住者 

所有者 

／ 有・無   

⑩  ／ 有・無   

  ／ 有・無   

 「説明対象者」欄が不足する場合は、別紙を追加してください。 
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説 明 内 容 
説 明 事 項 

建築物の概要・工法等  

 【建築物の概要書（標識の内容と同等のもの）・配置図・平面図・立面図・工程表・ 

  基礎掘方工法】等を【配布・提示】し説明しました。 

 

 

 

日影関係  

 【法定日影図・地盤面日影図・近隣関係者の建築物地盤面日影図】等を【配布・提示】し、 

  説明しました。 

 

 

 

工事公害関係  

 【危害防止（土留・仮囲い）・損害補償・工事関係車両の通行と駐車対策・工事説明会の 

  開催】について説明しました。 

 

 

 

その他  

 １ 駐車対策について 

 

 ２ マンション管理について 

 

 ３ プライバシー保護について 

 

 ４ その他（近隣への影響が予想される事項） 

 

 

 

 

注【 】内の事項を    で囲み、余白部分には具体的内容を記入してください。 
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第２号様式 

  

  

  

  

  

 ○○○○ビル  建築計画の概要 

 敷地の地名地番  

 用 途  敷 地 面 積 ㎡ 

 構 造  建 築 面 積 ㎡ 

 高 さ ｍ 延 床 面 積 ㎡ 

 着工予定時期   年  月  日 階 数 地上 階・地下 階 

 棟 数 ・ 戸 数        棟   ・      戸 

  住 所   

 事 業 者 氏名又は名称   

     

  住 所   

90cm 設 計 者 氏名又は名称   

   電話  

  住 所   

 施 工 者 氏名又は名称   

   電話  

  詳細については、上記の者（      ）にお問い合せください。 

  

                         年   月   日設置 

 90cm 
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参  考  資  料 
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申請図書一覧表 

（共同住宅等の建物に関する図書） 

 

申請書類 記   載   事   項 備  考 

１ 協 議 申 請 書   

２ 位 置 図 事業地を赤枠 
縮尺：1/2,500 

 ～1/5,000 

３ 土地公図の写し 
事業地を赤枠、土地所有者、登記及び現況地目の記入 

（区画整理事業地内の場合：仮換地案内図、仮換地指定

図、仮換地証明、敷地地番該当証明、保留地証明） 

 

４ 現 況 図 
地形、がけ・法面の状況、隣地の状況、高低差、道路

の寸法 
縮尺：任意 

５ 
土 地 所 有 者 

の 同 意 書 
事業者と土地所有者が異なる場合のみ添付  

６ 配  置  図 

道路の寸法､敷地の寸法､排水（汚水･雨水）の放流先､ 

浄化槽の人槽､給水施設（量水器等）の位置及び方法、 

防火水槽､消防活動スペース､緑地､駐車場､占用物計画

（電柱、電話柱、ガス管等）、ごみ集積所､集会施設等

の記入 

縮尺：1/100 以上 

７ 各 階 平 面 図 面積表記入 縮尺：1/100 以上 

８ 立  面  図  縮尺：1/100 以上 

９ 断  面  図  
立面図に高さ記入の

場合は省略可 

10 日  影  図 付近関係者との協議範囲を記入 
日影対象建築物の 

場合 

11 標 識 の 写 真 建築計画の概要を示す標識の設置状況の写真 
高さが１０メートル

を超える建物 

 

 

提出方法 提出部数 備  考 

紙 ２  

データ ― 
・PDF データ等は電子メールにて提出してください。 

・メールへの添付容量は 1通につき 10MB までとしてください。 
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申請図書一覧表 

（宅地分譲等の土地に関する図書） 

 

申請書類 記   載   事   項 備  考 

１ 協 議 申 請 書   

２ 位 置 図 事業地を赤枠 
縮尺：1/2,500 

 ～1/5,000 

３ 土地公図の写し 
事業地を赤枠、土地所有者、登記及び現況地目の記入 

（区画整理事業地内の場合：仮換地案内図、仮換地指 

定図、仮換地証明、敷地地番該当証明、保留地証明） 

 

４ 現 況 図 
地形、がけ・法面の状況、隣地の状況、 

高低差・道路の寸法 
縮尺：任意 

５ 
土 地 所 有 者 

の 同 意 書 
事業者と土地所有者が異なる場合のみ添付  

６ 
土地利用計画  

平  面  図 

道路の寸法､敷地の寸法､がけ･法面の状況､ 

予定建築物の位置･形状・用途､公園、防火水槽､ 

ごみ集積所､集会施設等の記入 

 

７ 
給 排 水 施 設 

計 画 平 面 図 
給水施設（量水器等）の位置及び方法 

排水施設の位置・種類 

土地利用計画平面図

兼用可 

８ 造成計画平面図 
事業地の境界、切土又は盛土をする土地の部分、がけ 

又は擁壁の位置並びに道路の位置、形状、幅員及び勾配 
縮尺：任意 

９ 造成計画断面図 切土又は盛土をする前後の地盤面 縮尺：任意 

10 道 路 縦 断 図 測点、勾配、計画高、地盤高、単距離、追加距離、平面曲線 

道路の帰属がある 

場合 

縮尺：任意 

11 道 路 横 断 図 
路面・路盤の詳細、雨水桝及び取付管の形状、道路側溝の位置、形

状及び寸法、埋設管の位置、道路幅員及び横断勾配 

12 
道路、道路付属 

物 等 構 造 図 
各構造物の詳細 

 

 

提出方法 提出部数 備  考 

紙 ２  

データ ― 
・PDF データ等は電子メールにて提出してください。 

・メールへの添付容量は 1通につき 10MB までとしてください。 
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 関 係 課 一 覧 表 

                          

課 名 内        容 備    考 

予 防 課 消防施設 
 

 

土木管理課 道路、排水施設、安全施設 
道路法 

砂防法 

公園農政課  公園、緑地、農地、農業用水、生産緑地 

森林法 

農地法 

生産緑地法 

都市整備課  土地区画整理事業、狭あい道路拡幅整備事業  土地区画整理法 

上 水 道 課  上水道施設 
 

下 水 道 課  下水道施設  

環 境 課 

 土砂等の埋立て（１，０００㎡以上） 

 電波障害、尾張旭市ホテル等建築指導要綱 

 汚水処理施設 

土砂等の埋立て 

等に関する条例 

環境事業センター  ごみ集積所  

暮らし政策課  集会施設 
 

市民活動課  交通安全施設  

学校教育課  通学路、小・中学校入学予定者（２０区画以上）   

生涯学習課  埋蔵文化財  

都 市 計 画 課 
総合窓口、駐車施設、都市計画道路、地籍調査、

立地適正化計画 

建築基準法 

都市計画法 

宅地造成及び特定 

盛土等規制法 

国土利用計画法 

都市再生特別措置 

法 
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土 地 所 有 者 の 同 意 書 

 

年   月   日  

                                         

 

 事業者 住 所 

 

     氏 名              殿 

 

 

                                         

  私は、あなたが尾張旭市宅地開発等指導要綱の規定に従い、私が所有する下記の 

 土地において宅地開発等の事業を行うことに同意します。 

 

 

           同意者 住 所 

 

     氏 名                   

 

 

記 

 

 

 

土地の所在  

面 積  

開発事業の目的  

備 考  
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開発事業等の廃止届 

 

 

年   月   日  

 

 

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

 

事業者 住 所 

 

    氏 名                      

 

 

 

 下記の開発事業等を廃止しましたので届けます。 

 

 

事業区域の 

地 名 地 番  
尾張旭市 

事 業 目 的   

事業区域面積 ㎡  

区 画 数 区画  

協定締結年月日又は 

協議結果通知書の  

番号及び年月日  

    年   月   日（     第    号） 

廃 止 理 由   

備 考 
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開発事業等の取り下げ届 

 

 

年   月   日  

 

 

尾 張 旭 市 長 殿 

 

 

事業者 住 所 

 

    氏 名                     

 

 

 

下記の開発事業等の申請を取り下げます。 

 

 

事業区域の 

地 名 地 番  
尾張旭市 

事 業 目 的   

事業区域面積 ㎡   

区 画 数 区画   

申請年月日 年   月   日 

取 下 理 由   

備 考  
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第１号様式（第５条関係）                （宅地分譲の場合） 

 

開発事業等の（変更）協議申請書  

年   月   日  

 尾張旭市長 殿 

 

            事業者 住 所 ○○○○○○○○○○○ 

                 

                氏 名 ■ ■ ■ ■           

                （電話）▲▲▲▲－▲▲－▲▲▲▲ 

 

  尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定により、次のとおり開発事業等の 

 （変更）協議申請をします。 

 

事 業 区 域 の 
尾張旭市△△町▽▽▲▲番 

地 名 地 番 

事 業 目 的 例 宅地分譲、建売分譲など 

用 途 地 域 例 第一種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域など   ○○○○○○地域 

事 業 区 域 面 積 ▲，▲▲▲．▲▲㎡ 

区 画 数 ●区画 最 高 の 高 さ ｍ 

構 造 造 形 態 （分譲 ・ 賃貸） 

建 築 面 積 ㎡ 建 ぺ い 率 ％ 

延 べ 床 面 積 ㎡ 容 積 率 ％ 

階 数   地上    階 ・ 地下    階 

駐 車 台 数 台 緑地（又は公

園）面積等 

（       ㎡）

  ％ 駐 輪 面 積 ㎡（  ｍ×  ｍ） 

設 計 者 ●●市●●● 

住 所 氏 名  ■■■■■ 

（ 担 当 者 氏 名 及 び 連 絡 先 ）  （担当者氏名）■■ ■■    （電話）▲▲▲－▲▲▲－▲▲▲▲ 

備 考  

区画整理施行地内の場合は次のように記載 

(従前地)尾張旭市△△町▽▽▲▲番 

(仮換地)○○土地区画整理事業□□街区◆◆ 

・「最高の高さ」「構造」「形態」「建築面積」「延べ床面積」「建ぺい率」

「容積率」「階数」「駐車台数」「駐輪面積」については、宅地分譲では

不要 

・「緑地(又は公園)面積等」については、設置義務が生じる際にのみ記載 

記 載 例 
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第１号様式（第５条関係）            （共同住宅・店舗等の場合） 

 

 

 

開発事業等の（変更）協議申請書 

年   月   日  

 尾 張 旭 市 長 殿 

 

            事業者 住 所 ○○○○○○○○○○○ 

                 

                氏 名 ■ ■ ■ ■           

                （電話）▲▲▲▲－▲▲－▲▲▲▲ 

 

  尾張旭市宅地開発等指導要綱第５条の規定により、次のとおり開発事業等の 

 （変更）協議申請をします。 

 

事 業 区 域 の 
尾張旭市△△町▽▽▲▲番 

地 名 地 番 

事 業 目 的 例 共同住宅の建設、店舗の建設など 

用 途 地 域 例 第一種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域など   ○○○○○○地域 

事 業 区 域 面 積 ▲▲▲．▲▲㎡ 

区 画 数 ●区画 最 高 の 高 さ ○．○○ｍ 

構 造 
例 木造、鉄筋コンクリート造など   

造 
形 態 （分譲 ・ 賃貸） 

建 築 面 積 ▲▲▲．▲▲㎡ 建 ぺ い 率 ▲▲．▲％ 

延 べ 床 面 積 ■■■．■■㎡ 容 積 率 ■■．■％ 

階 数   地上  ● 階 ・ 地下    階 

駐 車 台 数 ● 台 緑地（又は公

園）面積等 

（       ㎡）

  ％ 駐 輪 面 積 ▲㎡（ ■ｍ× ●ｍ） 

設 計 者 ●●市●● 

住 所 氏 名  ■■■ 

（ 担 当 者 氏 名 及 び 連 絡 先 ）  （担当者氏名）■■ ■■    （電話）▲▲▲－▲▲▲－▲▲▲▲ 

備 考  

共同住宅、長屋住宅、寮、寄宿舎、老人ホー

ムなどの建築物はその部屋数を記載 

区画整理施行地内の場合は次のように記載 

(従前地)尾張旭市△△町▽▽▲▲番 

(仮換地)○○土地区画整理事業□□街区◆◆ 

・「形態」については、長屋住宅・共同住宅の場合にのみ記載 

・「駐輪面積」「緑地(又は公園)面積等」については、設置義務が生じる際

にのみ記載 

記 載 例 

個人でも法人でも可 

用途地域における建ぺい率・容積率ではな

く、実際に建築物を建てる際の数値を記載 


